（様式１・単独参加の場合）


第26回全国産業教育フェア石川大会開催等業務

企画提案提出書
平成　　年　　月　　日　
第26回全国産業教育フェア石川大会実行委員会
　　　　　　　　　　　　会長　吉田　國男　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者

住　所：
会社名：
代表者：　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
担当者所属：
氏名：
TEL：

FAX：

E-mail：
　このことについて、関係書類を添えて提出します。

第26回全国産業教育フェア石川大会開催等業務

企画提案提出書

平成　　年　　月　　日　

第26回全国産業教育フェア石川大会実行委員会

　　　　　　　　　　　　会長　吉田　國男　　様

共同企業体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（代　表　者）住　所

会社名

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
（構　成　員）住　所

会社名

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
（構　成　員）住　所

会社名

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　このことについて、関係書類を添えて提出します。

担当者連絡先

会　社　名：
役職・氏名：
電話番号：
ＦＡＸ番号：
E-mail：

プロポーザル参加辞退届

平成　　年　　月　　日　

第26回全国産業教育フェア石川大会実行委員会

会長　吉田　國男　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　申請者（共同企業体の場合は代表者）
住　所：

会社名：

代表者：　   　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
担当者所属：

氏名：

TEL：

FAX：

E-mail：

　都合により、平成　年　月　日付けで提出した第26回全国産業教育フェア石川大会開催等業務に係る企画提案書を取り下げ、企画提案応募への参加を辞退します。

誓　約　書

平成　　年　　月　　日　

第26回全国産業教育フェア石川大会実行委員会
会長　吉田　國男　様
住　所

会社名

代表者　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　以下の資格要件は、事実と相違ないことを誓約します。

・地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しな

い者であること。

　　・石川県から、競争入札の指名停止または見積り合せへの参加排除を受けて、企画提案受付期間において、指名停止期間中または参加排除期間中にある者でないこと。

・企画提案受付期間において、会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定に基づく民事再生手続開始の申立てがなされていない者であること。

・石川県暴力団排除条例（平成23年石川県条例第20号）第6条に定める暴力団、

暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。

会社概要



過去の類似業務の経歴

会社名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	イベント名
	主催者

（発注者）
	業務内容
	規模
	事業費

(受託額)
	実施年月日
(予定年度)
	業務実施上

工夫した点

	
	
	
	
	
	
	


※共同企業体の場合は、構成する会社ごとに作成すること。
※本業務に類似するもの（参加者が数千人規模のイベント等）を３～５件選定し、その概略を記載すること。（契約履行実績を確認できる書類（契約書、成果品等の写し）を添付のこと）
※「業務内容」欄には、企画、大会運営、会場設営、宿泊斡旋、輸送等を記載すること。

※「規模」欄には、参加人数など、イベントの規模の概略が把握できる表記をすること。

業務担当予定者の経歴

　　会社名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	項　　目
	総括担当者
	担当者
	担当者

	氏　　名
	
	
	

	年齢

（H28.4.1現在）
	
	
	

	所　　属
	
	
	

	役　　職
	
	
	

	主な業務実績

・行事名

・担当分野
	
	
	


※共同企業体の場合は、構成する会社ごとに作成すること。

県内協力企業

　　　　会社名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	名称及び代表者
	所　在　地
	主な業種種別
	協力を受ける範囲

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　　　※企画、大会運営、会場設営、宿泊斡旋、輸送等における石川県内の協力予定企業を記入すること。

　　　※共同企業体の場合は、構成する会社ごとに作成すること。

項　目�
内　容�
�



会　社　名





代　表　者





本所所在地





電話番号





設立年月日





資　本　金





従業員数





業務内容
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項　目�
内　容�
�



支社・営業所


（所在地）





会社の沿革
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�






※　共同企業体の場合は、構成する会社ごとに作成すること。


※　申請日の２カ月前以内の全部登記事項証明書の写しを添付すること。


　　（共同企業体の場合は、代表者、構成員ともに写しを添付すること。）
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